
○ひたちなか市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例施行規

則 

平成２７年１２月２５日 

規則第４２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は，ひたちなか市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す

る条例（平成２７年条例第２５号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（条例別表第１の規則で定める事務） 

第２条 条例別表第１の１の項の規則で定める事務は，次のとおりとする。 

（１） ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例（平成６年条例第７２号）第

３条に規定する対象者に係る申請等（申請又は届出をいう。以下この号におい

て同じ。）の受理，その申請等に係る事実についての審査又はその申請等に対

する応答に関する事務 

（２） ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第４条に規定する医療福祉費

の支給に関する事務 

（３） ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第４条の２に規定する控除額

の支給に関する事務 

（４） ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第８条に規定する医療福祉費

の返還に関する事務 

２ 条例別表第１の２の項の規則で定める事務は，次のとおりとする。 

（１） 生活に困窮する外国人（以下「生活困窮外国人」という。）に対する生

活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１９条第１項の規定に準じて行

う保護の実施に関する事務 

（２） 生活困窮外国人に対する生活保護法第２４条第１項の規定に準じて行う

保護の開始若しくは同条第９項の規定に準じて行う保護の変更の申請の受

理，その申請に係る事実についての審査又はその申請に対する応答に関す

る事務 

（３） 生活困窮外国人に対する生活保護法第２５条第１項の規定に準じて行う

職権による保護の開始又は同条第２項の規定に準じて行う職権による保護

の変更に関する事務 

（４） 生活困窮外国人に対する生活保護法第２６条の規定に準じて行う保護の

停止又は廃止に関する事務 

（５） 生活困窮外国人に係る生活保護法第２９条第１項の規定に準じて行う資



料の提供等の求めに関する事務 

（６） 生活困窮外国人に対する生活保護法第５５条の４第１項の規定に準じて

行う就労自立給付金の支給の申請の受理，その申請に係る事実についての

審査又はその申請に対する応答に関する事務 

（７） 生活困窮外国人に対する生活保護法第６３条の規定に準じて行う保護に

要する費用の返還に関する事務 

（８） 生活困窮外国人に対する生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項

から第３項までの規定に準じて行う徴収金の徴収（同法第７８条の２第１

項又は第２項の規定に準じて行う徴収金の徴収を含む。）に関する事務  

３ 条例別表第１の３の項の規則で定める事務は，次のとおりとする。 

（１） ひたちなか市就学援助費交付規則（平成６年教委規則第１４号）第５条

に規定する就学援助費の交付の申請の受理に関する事務 

（２） ひたちなか市就学援助費交付規則第６条第１項に規定する就学援助費の

交付の申請に係る事実についての審査又は同条第２項に規定するその申請に対

する応答に関する事務 

（３） ひたちなか市就学援助費交付規則による就学援助費の交付に関する事務  

（４） ひたちなか市就学援助費交付規則第８条第１項の規定による就学援助費

の交付の取消し又は同条第２項に規定する就学援助費の返還に関する事務  

（条例別表第２の規則で定める事務及び特定個人情報） 

第３条 条例別表第２の１の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務とし，

同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ，当該各号に定

める情報とする。 

（１） ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第４条に規定する医療福祉費

の受給資格に係る事実についての審査に関する事務 次に掲げる情報 

ア 対象者が妊産婦（ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第２条第１号

に規定する妊産婦をいう。アにおいて同じ。）の場合にあっては，当該妊産

婦，その配偶者（婚姻の届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下この号において同じ。）又は当該妊産婦若しくはその

配偶者と生計を同じくする者に係る次に掲げる情報 

（ア） 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（特

別区民税を含む。以下「市町村民税」という。）に関する情報 

（イ） 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第４号に規定する

事項（以下「住民票関係情報」という。） 

（ウ） 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による被保険者の資格



又は同法第５７条の２第１項の高額療養費の支給に関する情報 

（エ） 生活保護法第１９条第１項の保護の実施，同法第２４条第１項の保護

の開始若しくは同条第９項の保護の変更，同法第２５条第１項の職権による

保護の開始若しくは同条第２項の職権による保護の変更又は同法第２６条の

保護の停止若しくは廃止に関する情報（以下「生活保護実施関係情報」とい

う。） 

（オ） 生活困窮外国人に対する生活保護法第１９条第１項の規定に準じて行

う保護の実施，同法第２４条第１項の規定に準じて行う保護の開始若しくは

同条第９項の規定に準じて行う保護の変更，同法第２５条第１項の規定に準

じて行う職権による保護の開始若しくは同条第２項の規定に準じて行う職権

による保護の変更又は同法第２６条の規定に準じて行う保護の停止若しくは

廃止に関する情報（以下「生活困窮外国人生活保護実施関係情報」という。） 

イ 対象者が小児（ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第２条第２号に

規定する小児をいう。イにおいて同じ。）の場合にあっては，当該小児の父，

母又は当該小児と生計を同じくする者に係るア（ア）から（オ）までに掲げ

る情報 

ウ 対象者が母子家庭の母子（ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第２

条第３号に規定する母子家庭の母子をいう。ウにおいて同じ。）若しくは父

子家庭の父子（同条第４号に規定する父子家庭の父子をいう。ウにおいて同

じ。）の場合にあっては，当該母子家庭の母子若しくは父子家庭の父子又は

当該母子家庭の母子若しくは父子家庭の父子と生計を同じくする者に係る次

に掲げる情報 

（ア） 地方税法の規定による道府県民税（都民税を含む。以下「道府県民税」

という。）に関する情報 

（イ） 住民票関係情報 

（ウ） 国民健康保険法による被保険者の資格又は同法第５７条の２第１項の

高額療養費の支給に関する情報 

（エ） 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）による

被保険者の資格又は同法８４条第１項の高額療養費の支給に関する情報  

（オ） 生活保護実施関係情報 

（カ） 生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（キ） 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第４条第１項の児童扶

養手当の支給に関する情報 

エ 対象者が重度心身障害者等（ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第

２条第５号に規定する重度心身障害者等をいう。エにおいて同じ。）の場合



にあっては，当該重度心身障害者等，その配偶者又は当該重度心身障害者等

と生計を同じくする者に係る次に掲げる情報 

（ア） 道府県民税に関する情報 

（イ） 住民票関係情報 

（ウ） 国民健康保険法による被保険者の資格又は同法第５７条の２第１項の

高額療養費の支給に関する情報 

（エ） 高齢者の医療の確保に関する法律による被保険者の資格又は同法８４

条第１項の高額療養費の支給に関する情報 

（オ） 生活保護実施関係情報 

（カ） 生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（キ） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の身

体障害者手帳の交付及びその障害の程度に関する情報 

（２） ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第４条の２に規定する控除額

の支給の申請に係る事実についての審査に関する事務 前号ア及びイに掲げる

情報 

（３） ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第６条の規定による届出に係

る事実についての審査に関する事務 第１号アからエまでに掲げる情報 

（４） ひたちなか市医療福祉費支給に関する条例第８条に規定する医療福祉費

の返還に関する事務 第１号アからエまでに掲げる情報 

第４条 条例別表第２の２の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務とし，

同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号に定め

る情報とする。 

（１） 生活困窮外国人に対する生活保護法第１９条第１項の規定に準じて行う

保護の実施に関する事務 次に掲げる情報 

ア 生活保護法第６条第２項の要保護者若しくは同条第１項の被保護者で

あった者に準ずる生活困窮外国人（以下この条及び第１９条において「要

保護者等」という。）に係る道府県民税又は市町村民税に関する情報  

イ 要保護者等に係る国民健康保険法第３６条又は第５８条の保険給付の

支給に関する情報 

ウ 要保護者等に係る高齢者の医療の確保に関する法律第５６条の後期高

齢者医療給付の支給に関する情報 

エ 要保護者等に係る母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第２０条

第１項の養育医療の給付又は養育医療に要する費用の支給に関する情報  

オ 要保護者等に係る介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１８条第

１号の介護給付，同条第２号の予防給付又は同条第３号の市町村特別給



付の支給に関する情報 

カ 要保護者等と同一の世帯に属する者又は要保護者等であって日本の国

籍を喪失し，又は日本の国籍から離脱する前に生活保護法による保護の

措置若しくは就労自立給付金の支給を受けたことがある者に係る生活保

護実施関係情報 

キ 要保護者等と同一の世帯に属する者又は要保護者等であって日本の国

籍を喪失し，又は日本の国籍から離脱する前に中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の

支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付又は配偶者

支援金を受けたことがある者に係る同法第１４条第１項及び第３項の支

援給付の支給の実施，中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号。以下このキ及び第１５条において「平成１９年改正法」とい

う。）附則第４条第１項の支援給付の支給の実施並びに中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を

改正する法律（平成２５年法律第１０６号。以下このキ及び第１５条に

おいて「平成２５年改正法」という。）附則第２条第１項の規定により

なお従前の例によるものとされた平成２５年改正法による改正前の中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法

律（以下このキ及び第１５条において「旧法」という。）第１４条第１

項の支援給付，平成２５年改正法附則第２条第２項の規定によりなお従

前の例によるものとされた旧法第１４条第３項の支援給付及び平成２５

年改正法附則第２条第３項の支援給付の支給の実施，中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律第１４条第４項（平成１９年改正法附則第４条

第２項において準用する場合を含む。第１５条において同じ。）並びに

平成２５年改正法附則第２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の

例によるものとされた旧法第１４条第４項の規定によりその例によるも

のとされる生活保護法第２４条第１項の開始若しくは同条第９項の変更，

同法第２５条第１項の職権による開始若しくは同条第２項の職権による

変更又は同法第２６条の停止若しくは廃止に関する情報（以下「中国残

留邦人等支援給付実施関係情報」という。） 

ク 要保護者等に係る特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９

年法律第１３４号）第１７条の障害児福祉手当，同法第２６条の２の特

別障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律

第３４号）附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する情報 



ケ 要保護者等に係る障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号）第６条の自立支援給付の支給

に関する情報 

コ 要保護者等に係る児童扶養手当法第４条第１項の児童扶養手当の支給

に関する情報 

サ 要保護者等に係る児童手当法（昭和４６年法律第７３号）第８条第１

項（同法附則第２条第３項において準用する場合を含む。）の児童手当

又は特例給付（同法附則第２条第１項の給付をいう。）の支給に関する

情報 

（２） 生活困窮外国人に対する生活保護法第２４条第１項の規定に準じて行う

保護の開始又は同条第９項の規定に準じて行う保護の変更の申請に係る事

実についての審査に関する事務 前号アからサまでに掲げる情報 

（３） 生活困窮外国人に対する生活保護法第２５条第１項の規定に準じて行う

職権による保護の開始又は同条第２項の規定に準じて行う職権による保護

の変更に関する事務 第１号アからサまでに掲げる情報 

（４） 生活困窮外国人に対する生活保護法第２６条の規定に準じて行う保護の

停止又は廃止に関する事務 第１号アからサまでに掲げる情報 

（５） 生活困窮外国人に対する生活保護法第６３条の規定に準じて行う保護に

要する費用の返還に関する事務 第１号アからサまでに掲げる情報 

（６） 生活困窮外国人に対する生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項

から第３項までの規定に準じて行う徴収金の徴収（同法第７８条の２第１

項又は第２項の規定に準じて行う徴収金の徴収を含む。）に関する事務  第

１号アからサまでに掲げる情報 

第５条 条例別表第２の３の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務とし，

同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号に定め

る情報とする。 

（１） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の障

害児通所給付費又は同法第２１条の５の４第１項の特例障害児通所給付費

の支給の申請に係る事実についての審査に関する事務 当該申請に係る障

害児の保護者又は当該保護者と同一の世帯に属する者に係る生活困窮外国

人生活保護実施関係情報 

（２） 児童福祉法第２１条の５の８第２項の通所給付決定の変更に関する事務 

当該変更に係る障害児の保護者又は当該保護者と同一の世帯に属する者に

係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（３） 児童福祉法第２１条の５の１２第１項の高額障害児通所給付費の支給の

申請に係る事実についての審査に関する事務 当該申請に係る障害児の保



護者又は当該保護者と同一の世帯に属する者に係る生活困窮外国人生活保

護実施関係情報 

（４） 児童福祉法第２１条の６の障害福祉サービスの提供に関する事務 当該

サービスが提供される障害児又は当該障害児と同一の世帯に属する者に係

る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（５） 児童福祉法第５６条第２項の費用の徴収に関する事務（同法第５１条第

３号に係る部分に限る。） 当該徴収に係る児童福祉法第２３条第１項の

母子生活支援施設における保護を受ける児童又は当該児童の扶養義務者に

係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（６） 児童福祉法第５６条第２項の費用の徴収に関する事務（同法第５１条第

４号及び第５号に係る部分に限る。） 当該徴収に係る児童福祉法第２４

条第５項又は第６項の措置に係る児童又は当該児童の扶養義務者に係る生

活困窮外国人生活保護実施関係情報 

第６条 条例別表第２の４の項の規則で定める事務は，身体障害者福祉法第３８条

第１項の費用の徴収に関する事務とし，同表の４の項の規則で定める情報は，当

該費用の徴収に係る身体障害者又は当該身体障害者と同一の世帯に属する者に係

る生活困窮外国人生活保護実施関係情報とする。 

第７条 条例別表第２の５の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務とし，

同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ，当該各号に定

める情報とする。 

（１） 生活保護法第１９条第１項の保護の実施に関する事務 同法第６条第２

項の要保護者若しくは同条第１項の被保護者であった者（以下この条にお

いて「要保護者等」という。）に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情

報又は同法第５５条の４第１項の規定に準じて行う就労自立給付金の支給

に関する情報 

（２） 生活保護法第２４条第１項の保護の開始又は同条第９項の保護の変更の

申請に係る事実についての審査に関する事務 要保護者等に係る生活困窮

外国人生活保護実施関係情報又は同法第５５条の４第１項の規定に準じて

行う就労自立給付金の支給に関する情報 

（３） 生活保護法第２５条第１項の職権による保護の開始又は同条第２項の職

権による保護の変更に関する事務 要保護者等に係る生活困窮外国人生活

保護実施関係情報又は同法第５５条の４第１項の規定に準じて行う就労自

立給付金の支給に関する情報 

（４） 生活保護法第２６条の保護の停止又は廃止に関する事務 要保護者等に

係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報又は同法第５５条の４第１項の

規定に準じて行う就労自立給付金の支給に関する情報 



（５） 生活保護法第６３条の保護に要する費用の返還に関する事務 要保護者

等に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報又は同法第５５条の４第１

項の規定に準じて行う就労自立給付金の支給に関する情報 

（６） 生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項から第３項までの徴収金

の徴収（同法第７８条の２第１項又は第２項の徴収金の徴収を含む。）に

関する事務 要保護者等に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報又は

同法第５５条の４第１項の規定に準じて行う就労自立給付金の支給に関す

る情報 

第８条 条例別表第２の６の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務とし，

同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号に定め

る情報とする。 

（１） 地方税法第１５条の７の滞納処分の停止に関する事務 市税に係る滞納

者に係る次に掲げる情報 

ア 生活保護実施関係情報 

イ 中国残留邦人等支援給付実施関係情報 

ウ 生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（２） 地方税法第２９５条の個人の市町村民税の非課税の範囲の確認に関する

事務 地方税法第２９４条第１項第１号に掲げる者に係る次に掲げる情報  

ア 生活保護実施関係情報 

イ 中国残留邦人等支援給付実施関係情報 

ウ 生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（３） 地方税法第３１７条の２の市町村民税の申告等に関する事務 地方税法

第２９４条第１項第１号に掲げる者に係る次に掲げる情報 

ア 国民健康保険法第５７条の２第１項の高額療養費の支給又は地方税法

第７０３条の４の国民健康保険税の徴収に関する情報 

イ 高齢者の医療の確保に関する法律第８４条第１項の高額療養費の支給

又は同法第１０４条の保険料の徴収に関する情報 

ウ 介護保険法第５１条第１項の高額介護サービス費若しくは同法第６１

条第１項の高額介護予防サービス費の支給又は同法第１２９条の保険料

の徴収に関する情報 

（４） 地方税法第３２３条の市町村民税の減免に関する事務 納税義務者に係

る次に掲げる情報 

ア 中国残留邦人等支援給付実施関係情報 

イ 生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（５） 地方税法第３６７条の固定資産税の減免に関する事務 納税義務者に係

る前号ア又はイに掲げる情報 



（６） 地方税法第４５４条の軽自動車税の減免に関する事務 納税義務者に係

る第４号ア又はイに掲げる情報 

（７） 地方税法第７０６条第２項又は第３項の国民健康保険税の特別徴収に関

する事務 国民健康保険法の被保険者であって６５歳以上の世帯主に係る

介護保険法第１３５条の保険料の特別徴収に関する情報 

（８） 国民健康保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３号）第５条の４の

障害者支援施設等に入所又は入院中の者に関する届出に係る事実について

の審査に関する事務 ４０歳以上６５歳未満の被保険者に係る介護保険法

施行法（平成９年法律第１２４号）第１１条第１項の規定の適用に関する

情報 

第９条 条例別表第２の７の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務とし，

同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号に定め

る情報とする。 

（１） 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第１６条第４項（同法第２８

条第３項及び第２９条第８項において準用する場合を含む。）の家賃若し

くは金銭又は同法第１８条第２項の敷金の減免の申請に係る事実について

の審査に関する事務 当該申請をした同法第２条第２号の公営住宅（以下

この条において「公営住宅」という。）の入居者又はその同居者に係る生

活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（２） 公営住宅法第１９条（同法第２８条第３項及び第２９条第８項において

準用する場合を含む。）の家賃，敷金又は金銭の徴収猶予の申請に係る事

実についての審査に関する事務 当該申請をした公営住宅の入居者又はそ

の同居者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（３） 公営住宅法第２５条第１項の入居の申込みに係る事実についての審査に

関する事務 同項の入居の申込みをした者又はその者と同居しようとする

者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（４） 公営住宅法第２７条第５項の事業主体の承認の申請に係る事実について

の審査に関する事務 当該申請をした公営住宅の入居者又はその同居者並

びに同項の規定により同居させようとする者に係る生活困窮外国人生活保

護実施関係情報 

（５） 公営住宅法第２７条第６項の事業主体の承認の申請に係る事実について

の審査に関する事務 当該申請に係る公営住宅の入居者又はその同居者に

係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（６） 公営住宅法第２９条第７項の明渡しに係る期限の延長の申出に係る事実

についての審査に関する事務 当該申出をした公営住宅の入居者又はその

同居者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 



（７） 公営住宅法第３２条第１項の明渡しの請求に関する事務 当該請求に係

る公営住宅の入居者又はその同居者に係る生活困窮外国人生活保護実施関

係情報 

（８） 公営住宅法第４８条の条例で定める事項に関する事務 当該事項に係る

公営住宅の入居者若しくはその同居者，同法第２５条第１項の入居の申込

みをした者若しくはその者と同居しようとする者又は同法第２７条第５項

の規定により同居させようとする者に係る生活困窮外国人生活保護実施関

係情報 

第１０条 条例別表第２の８の項の規則で定める事務は，国民健康保険法の被保険

者の資格の確認に関する事務とし，同項の規則で定める情報は，当該確認に係る

者に係る次に掲げる情報とする。 

（１） 生活保護実施関係情報 

（２） 生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

第１１条 条例別表第２の９の項の規則で定める事務は，知的障害者福祉法（昭和

３５年法律第３７号）第２７条の費用の徴収に関する事務とし，同項の規則で定

める情報は，当該費用の徴収に係る知的障害者又は当該知的障害者と同一の世帯

に属する者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報とする。 

第１２条 条例別表第２の１０の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務

とし，同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号

に定める情報とする。 

（１） 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１０条の４の福祉の措置の

実施に関する事務 当該措置に係る者又は当該者の扶養義務者に係る生活

困窮外国人生活保護実施関係情報 

（２） 老人福祉法第１１条の福祉の措置の実施に関する事務 当該措置に係る

者又は当該者の扶養義務者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報  

（３） 老人福祉法第２８条第１項の費用の徴収に関する事務 老人福祉法第１

０条の４第１項又は第１１条の福祉の措置に係る者若しくは当該者の扶養

義務者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

第１３条 条例別表第２の１１の項の規則で定める事務は，母子保健法第２１条の

４第１項の費用の徴収に関する事務とし，同表の１１の項の規則で定める情報は，

当該徴収に係る母子保健法第２０条の措置に係る未熟児又は当該未熟児の扶養義

務者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報とする。 

第１４条 条例別表第２の１２の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務

とし，同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号

に定める情報とする。 

（１） 高齢者の医療の確保に関する法律第１０７条の保険料の特別徴収に関す



る事務 同法による被保険者に係る介護保険法第１３５条の規定による保

険料の特別徴収に関する情報 

（２） 高齢者の医療の確保に関する法律による被保険者の資格の確認に関する

事務 当該確認に係る者に係る次に掲げる情報 

ア 生活保護実施関係情報 

イ 生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

第１５条 条例別表第２の１３の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務

とし，同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号

に定める情報とする。 

（１） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条第１項及び第３項の支

援給付の支給の実施，平成１９年改正法附則第４条第１項の支援給付の支

給の実施並びに平成２５年改正法附則第２条第１項の規定によりなお従前

の例によるものとされた旧法第１４条第１項の支援給付，平成２５年改正

法附則第２条第２項の規定によりなお従前の例によるものとされた旧法第

１４条第３項の支援給付及び平成２５年改正法附則第２条第３項の支援給

付の支給の実施に関する事務 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第

１４条第１項及び第３項の支援給付，平成１９年改正法附則第４条第１項

の支援給付並びに平成２５年改正法附則第２条第１項の規定によりなお従

前の例によるものとされた旧法第１４条第１項の支援給付，平成２５年改

正法附則第２条第２項の規定によりなお従前の例によるものとされた旧法

第１４条第３項の支援給付及び平成２５年改正法附則第２条第３項の支援

給付の支給を必要とする状態にある者又は支給を受けていた者（以下この

条において「要支援者等」という。）に係る生活困窮外国人生活保護実施

関係情報又は生活保護法第５５条の４第１項の規定に準じて行う就労自立

給付金の支給に関する情報 

（２） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条第４項並びに平成２５

年改正法附則第２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた旧法第１４条第４項の規定によりその例によるものとされる生

活保護法第２４条第１項の開始又は同条第９項の変更の申請に係る事実に

ついての審査に関する事務 要支援者等に係る生活困窮外国人生活保護実

施関係情報又は同法第５５条の４第１項の規定に準じて行う就労自立給付

金の支給に関する情報 

（３） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等



及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条第４項並びに平成２５

年改正法附則第２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた旧法第１４条第４項の規定によりその例によるものとされる生

活保護法第２５条第１項の職権による開始又は同条第２項の職権による変

更に関する事務 要支援者等に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報

又は同法第５５条の４第１項の規定に準じて行う就労自立給付金の支給に

関する情報 

（４） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条第４項並びに平成２５

年改正法附則第２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた旧法第１４条第４項の規定によりその例によるものとされる生

活保護法第２６条の停止又は廃止に関する事務 要支援者等に係る生活困

窮外国人生活保護実施関係情報又は同法第５５条の４第１項の規定に準じ

て行う就労自立給付金の支給に関する情報 

（５） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条第４項並びに平成２５

年改正法附則第２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた旧法第１４条第４項の規定によりその例によるものとされる生

活保護法第６３条の費用の返還に関する事務 要支援者等に係る生活困窮

外国人生活保護実施関係情報又は同法第５５条の４第１項の規定に準じて

行う就労自立給付金の支給に関する情報 

（６） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第１４条第４項並びに平成２５

年改正法附則第２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の例によるも

のとされた旧法第１４条第４項の規定によりその例によるものとされる生

活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項及び第２項の徴収金の徴収

（同法第７８条の２第１項の徴収金の徴収を含む。）に関する事務 要支

援者等に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報又は同法第５５条の４

第１項の規定に準じて行う就労自立給付金の支給に関する情報 

第１６条 条例別表第２の１４の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務

とし，同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号

に定める情報とする。 

（１） 介護保険法による被保険者の資格の確認に関する事務 次に掲げる情報 

ア 当該確認に係る者に係る障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律第２９条第１項に規定する指定障害者支援施設への入

所（同法第１９条第１項の規定による支給決定（同法第５条第７項に規



定する生活介護（以下この号において「生活介護」という。）及び同条

第１０項に規定する施設入所支援に係るものに限る。）を受けたものに

限る。）に関する情報 

イ 当該確認に係る者に係る身体障害者福祉法第１８条第２項の規定によ

り障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条

第１１項に規定する障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）へ

の入所に関する情報 

（２） 介護保険法第４９条の２又は第５９条の２の負担割合の判定に関する事

務 当該判定に係る第１号被保険者（同法第９条第１号の第１号被保険者

をいう。）に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（３） 介護保険法第５０条の居宅介護サービス費等の額の特例の申請に係る事

実についての審査に関する事務 当該申請を行う者に係る生活困窮外国人

生活保護実施関係情報 

（４） 介護保険法第５１条第１項の高額介護サービス費の支給の申請に係る事

実についての審査に関する事務 当該申請を行う者に係る生活困窮外国人

生活保護実施関係情報 

（５） 介護保険法第６０条の介護予防サービス費等の額の特例の申請に係る事

実についての審査に関する事務 当該申請を行う者に係る生活困窮外国人

生活保護実施関係情報 

（６） 介護保険法第６１条第１項の高額介護予防サービス費の支給の申請に係

る事実についての審査に関する事務 当該申請を行う者に係る生活困窮外

国人生活保護実施関係情報 

（７） 介護保険法第６６条第１項又は第２項の保険料滞納者に係る支払方法の

変更を行う際の特別な事情の確認に関する事務 当該確認に係る保険料滞

納者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（８） 介護保険法第６６条第３項の保険料滞納者に係る支払方法の変更の記載

の削除を行う場合の特別な事情があることの確認に関する事務 当該確認

に係る保険料滞納者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（９） 介護保険法第６７条第１項又は第２項の保険給付の支払の一時差止めを

行う際の特別な事情の確認に関する事務 当該確認に係る保険料滞納者に

係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（１０） 介護保険法第６８条第１項の第２号被保険者（同法第９条第２号の第

２号被保険者をいう。次号において同じ。）の保険給付の一時差止めを行

う際の特別な事情の確認に関する事務 当該確認に係る保険料滞納者に係

る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（１１） 介護保険法第６８条第２項の第２号被保険者の保険給付の一時差止め



の記載の削除を行う場合の特別な事情があることの確認に関する事務  当

該確認に係る保険料滞納者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報  

（１２） 介護保険法第６９条第１項ただし書の保険料を徴収する権利が消滅し

た場合の介護給付等の減額を行う際の特別な事情の確認に関する事務  当

該確認に係る保険料滞納者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報  

（１３） 介護保険法第６９条第１項又は第２項の保険料を徴収する権利が消滅

した場合の介護給付等の額の減額等の記載の削除を行う場合の特別な事情

があることの確認に関する事務 当該確認に係る保険料滞納者に係る生活

困窮外国人生活保護実施関係情報 

（１４） 介護保険法第１１５条の４５の地域支援事業の実施の要件に該当する

かどうかの確認に関する事務 当該確認に係る被保険者（同法第９条に規

定する被保険者をいう。以下この条において同じ。），要介護被保険者（同

法第４１条第１項に規定する要介護被保険者をいう。）を現に介護する者

その他個々の事業の対象者として市が認める者に係る生活困窮外国人生活

保護実施関係情報 

（１５） 介護保険法第１１５条の４５第１項の介護予防・日常生活支援総合事

業の負担割合の判定に関する事務 当該判定に係る居宅要支援被保険者等

（同項第１号に規定する居宅要支援被保険者等をいう。）に係る生活困窮

外国人生活保護実施関係情報 

（１６） 介護保険法第１１５条の４５第５項及び第１１５条の４７第８項に規

定する利用料の請求に係る事務 当該請求に係る利用者に係る生活困窮外

国人生活保護実施関係情報 

（１７） 介護保険法第１２９条第２項の保険料の賦課に関する事務 当該保険

料を課せられる被保険者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報  

（１８） 介護保険法第１４２条の保険料の減免又は徴収の猶予の申請に係る事

実についての審査に関する事務 当該申請を行う者に係る生活困窮外国人

生活保護実施関係情報 

（１９） 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第２７条第１項

の被保険者証の再交付の申請に係る事実についての審査に関する事務  当

該申請を行う者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（２０） 介護保険法施行規則第３２条の規定による被保険者資格の喪失の届出

に係る事実についての審査に関する事務 当該届出を行う者に係る生活困

窮外国人生活保護実施関係情報 

（２１） 介護保険法施行規則第８３条の６（同令第９７条の４において準用す

る場合を含む。）の市町村の認定の申請に係る事実についての審査に関す

る事務 当該申請を行う者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 



（２２） 介護保険法施行法第１３条第３項の施設介護サービス費又は同条第５

項の特定入所者介護サービス費の支給の申請に係る事実についての審査に

関する事務 当該申請を行う者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情

報 

２ 前項第３号，第４号及び第２１号の規定は，健康保険法等の一部を改正する法

律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその

効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の介護保険法第８条

第２６項の介護療養型医療施設に係る同法による保険給付の支給に関する事務に

ついて準用する。この場合において，前項第３号及び第４号中「介護保険法」と

あるのは「健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規定

によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の介

護保険法」と，前項第２１号中「介護保険法施行規則」とあるのは「健康保険法

等の一部を改正する法律附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を

有するものとされた介護保険法施行規則」と読み替えるものとする。  

第１７条 条例別表第２の１５の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務

とし，同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号

に定める情報とする。 

（１） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第６条の

自立支援給付（自立支援医療費を除く。）の支給の申請に係る事実につい

ての審査に関する事務 当該申請を行う障害者若しくは当該障害者と同一

の世帯に属する者又は当該申請に係る障害児の保護者若しくは当該保護者

と同一の世帯に属する者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報  

（２） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２４条

第２項の支給決定の変更に関する事務 当該変更に係る障害者若しくは当

該障害者と同一の世帯に属する者又は障害児の保護者若しくは当該保護者

と同一の世帯に属する者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報  

（３） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５３条

第１項の支給認定の申請に係る事実についての審査に関する事務 当該申

請を行う障害者若しくは当該申請に係る障害児又は支給認定基準世帯員

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

（平成１８年政令第１０号）第２９条第１項の支給認定基準世帯員をいう。

第４号において同じ。）に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報  

（４） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５６条

第２項の支給認定の変更に関する事務 当該変更に係る障害者若しくは障

害児又は支給認定基準世帯員に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

第１８条 条例別表第２の１６の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務



とし，同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号

に定める情報とする。 

（１） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２０条第１項の子

どものための教育・保育給付に係る支給認定に関する事務 当該支給認定

に係る子ども・子育て支援法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子

ども（以下この条において単に「小学校就学前子ども」という。第２２条

において同じ。）又は小学校就学前子どもと同一の世帯に属する者に係る

生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（２） 子ども・子育て支援法第２３条第１項の支給認定の変更に関する事務 当

該支給認定に係る小学校就学前子ども又は小学校就学前子どもと同一の世

帯に属する者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（３） 子ども・子育て支援法第２３条第４項の職権による支給認定の変更に関

する事務 当該支給認定に係る小学校就学前子ども又は小学校就学前子ど

もと同一の世帯に属する者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報  

（４） 子ども・子育て支援法第２４条第１項の支給認定の取消しに関する事務 

当該支給認定に係る小学校就学前子ども又は小学校就学前子どもと同一の

世帯に属する者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報 

（条例別表第３の規則で定める事務及び特定個人情報） 

第１９条 条例別表第３の１の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務と

し，同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号に

定める情報とする。 

（１） 生活困窮外国人に対する生活保護法第１９条第１項の規定に準じて行う

保護の実施に関する事務 要保護者等に係る学校保健安全法（昭和３３年

法律第５６号）第２４条の援助の実施に関する情報 

（２） 生活困窮外国人に対する生活保護法第２４条第１項の規定に準じて行う

保護の開始又は同条第９項の規定に準じて行う保護の変更の申請に係る事

実についての審査に関する事務 要保護者等に係る学校保健安全法第２４

条の援助の実施に関する情報 

（３） 生活困窮外国人に対する生活保護法第２５条第１項の規定に準じて行う

職権による保護の開始又は同条第２項の規定に準じて行う保護の変更に関

する事務 要保護者等に係る学校保健安全法第第２４条の援助の実施に関

する情報 

（４） 生活困窮外国人に対する生活保護法第２６条の規定に準じて行う保護の

停止又は廃止に関する事務 要保護者等に係る学校保健安全法第２４条の

援助の実施に関する情報 

（５） 生活困窮外国人に対する生活保護法第６３条の規定に準じて行う保護に



要する費用の返還に関する事務 要保護者等に係る学校保健安全法第２４

条の援助の実施に関する情報 

（６） 生活困窮外国人に対する生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項

から第３項までの規定に準じて行う徴収金の徴収（同法第７８条の２第１

項又は第２項の規定に準じて行う徴収金の徴収を含む。）に関する事務  要

保護者等に係る学校保健安全法第２４条の援助の実施に関する情報 

第２０条 条例別表第３の２の項の規則で定める事務は，学校保健安全法第２４条

の援助の対象となる者の認定に関する事務とし，同項の規則で定める情報は，同

条の保護者又は当該保護者と同一の世帯に属する者に係る生活困窮外国人生活保

護実施関係情報とする。 

第２１条 条例別表第３の３の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務と

し，同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ，当該各号

に定める情報とする。 

（１） ひたちなか市就学援助費交付規則第５条に規定する就学援助費の交付の

申請に係る事実についての審査に関する事務 当該申請を行う者又は当該者と

同一の世帯に属する者に係る次に掲げる情報 

ア 道府県民税又は市町村民税に関する情報 

イ 住民票関係情報 

（２） ひたちなか市就学援助費交付規則第８条第１項の規定による就学援助費

の交付の取消しに関する事務 就学援助費の交付を受けた者又は当該者と同一

の世帯に属する者に係る前号ア又はイに掲げる情報 

（３） ひたちなか市就学援助費交付規則第８条第２項に規定する就学援助費の

返還に関する事務 就学援助費の交付を受けた者又は当該者と同一の世帯に属

する者に係る第１号ア又はイに掲げる情報 

第２２条 条例別表第３の４の項の規則で定める事務は，次の各号に掲げる事務と

し，同項の規則で定める情報は，当該各号に掲げる事務の区分に応じ当該各号に

定める情報とする。 

（１） 子ども・子育て支援法第２０条第１項の子どものための教育・保育給付

に係る支給認定に関する事務 次に掲げる情報 

ア 当該支給認定に係る小学校就学前子どもの保護者若しくは扶養義務者

若しくはその世帯員に係る道府県民税又は市町村民税に関する情報  

イ 当該支給認定に係る小学校就学前子ども又は当該小学校就学前子ども

と同一の世帯に属する者に係る住民票に記載された住民票関係情報  

ウ 当該支給認定に係る小学校就学前子ども又は当該小学校就学前子ども

と同一の世帯に属する者に係る生活保護実施関係情報 



エ 当該支給認定に係る小学校就学前子ども又は当該小学校就学前子ども

と同一の世帯に属する者に係る中国残留邦人等支援給付実施関係情報  

オ 当該支給認定に係る小学校就学前子ども又は当該小学校就学前子ども

と同一の世帯に属する者に係る生活困窮外国人生活保護実施関係情報  

カ 当該支給認定に係る小学校就学前子ども若しくは当該小学校就学前子

どもと同一の世帯に属する者に係る児童福祉法第２１条の５の３第１項

の障害児通所給付費，同法第２１条の５の４第１項の特例障害児通所給

付費又は同法第２１条の５の１２第１項の高額障害児通所給付費の支給

に関する情報 

キ 当該支給認定に係る小学校就学前子ども又は当該小学校就学前子ども

と同一の世帯に属する者に係る身体障害者福祉法第１５条第１項の身体

障害者手帳の交付に関する情報 

ク 当該支給認定に係る小学校就学前子ども又は当該小学校就学前子ども

と同一の世帯に属する者に係る障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律第６条の自立支援給付の支給に関する情報 

ケ 当該支給認定に係る小学校就学前子どもを監護又は養育する者に係る

児童扶養手当法第４条第１項の児童扶養手当の支給に関する情報 

（２） 子ども・子育て支援法第２３条第１項の支給認定の変更に関する事務 前

号アからケまでに掲げる情報 

（３） 子ども・子育て支援法第２３条第４項の職権による支給認定の変更に関

する事務 第１号アからケまでに掲げる情報 

（４） 子ども・子育て支援法第２４条第１項の支給認定の取消しに関する事務  

第１号アからケまでに掲げる情報 

 

 

付  則 

この規則は，平成２８年１月１日から施行する。 

付  則（平成２９年規則第２号） 

この規則は，公布の日から施行する。 

 


